


























ができるだろうか。ほとんどの人が、最も簡単な「交差が 2 の等差数列」という法則性 
を想像するだろう。しかし、全く別の法則性も成り立つ。この場合、関数「1/2（x － 2）3
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出すボーイング社という棲み分けの構図が見て取れる。しかし、歴史的な背景を見ると、
エアバス社は、大型機の分野でボーイング社の B747 の後塵を拝してきたため、B747 を
上回る A380 を開発した。A380 は、2000 年には受注を獲得し、2005 年にはテスト飛行、
2007 年にはローンチカスタマーであるシンガポール航空に引き渡された。この間、ボー
イング社も、B747 をさらに大型化する計画もあったが（合田 2007）、9.11 以降の航空業
界の冷え込みや燃油代の高騰、さらに超大型機のマーケットを既にエアバス社に押さえら














と考えることもできる３。これに対して、 Boari et al. （2001） によると、 ボローニャにある 
「パッケージングバレー」と呼ばれる包装機械会社の集積があり、200 社以上の企業があ














定性的研究の立場からの批判の 1 つである。特に、フレディーは、DSI が観察の数を増やすことを強調し
すぎて、観察の種類の違いや妥当なレベルを超えて理論的汎用性を追求したり、文脈に関する知識を失っ
てしまうという危険性を指摘している（RSI, Chapter1）。








方を論じた King et al.（1994） の“Designing Social Inquiry”（以下：DSI）と、それに
反論した Brandy and Collier の“Rethinking Social Inquiry”（以下：RSI）の論争に行
き着く。





















７ 介入を受けた従属変数の値を y1、介入を受けなかった従属変数の値を y0 とした場合、y1 の群では y0 が
欠測しており、y0 の群では y1 が欠測していることになる。それぞれの群の質的な違いを説明する共変量
を用いて y1 と y0 の周辺期待値の差を因果効果として算出する方法である。
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2.2 等結果性－ブール代数を手がかりに







Ａ Ｂ Ｃ Ｄ
1 1 1 1
1 1 0 1
1 0 1 0
1 0 0 1
0 1 1 0
0 1 0 0
0 0 1 0
0 0 0 1
（出典：石田（2007）表 1 をもとに筆者作成）
従属変数 D が存在する（1 となる）条件をブール代数式として表すと「D ＝ AB ＋ bc」
となる。この場合、大文字は存在する（1 となる）ことを示し、小文字は存在しない（0
となる）ことを示す。この場合、AB と bc のどちらも D を発生させる機能を持ち、等し
い結果をもたらす変数である（等結果性）９。これを、少ないサンプルではあるが、D を
従属変数とし、A，B，C を独立変数とした重回帰分析を行うと、補正 R2 乗も 0.125 と小









はずである。このような点は、King et al.(1994) も類似の手法を支持している。













Ｓ 1 1 1 1
Ｔ 1 1 0 1
Ｕ 1 0 1 0
Ｖ 1 0 0 1
Ｗ 0 1 1 0
Ｘ 0 1 0 0
Ｙ 0 0 1 0






















































































14 無論、質的データの収集方法については、ある程度のプロトコルはある（e.g., 佐藤 2002a：佐藤 2002b）。






過程追跡を含めて、時間軸を意識した研究が特に機能するのは、図 1 の点 A の企業が、
本当に将来につながる研究開発投資をしているのかどうか、その結果がどうなったのかを
判別できるからである。
例えば、図 2 のように、過去においては、A 社は点 A0 の状態であり、研究開発費も企














15 それと同時に、George and Bennett(2005) は、事例研究が限定された一般化であるという点も認めている。
この点も沼上（1995）の指摘する事例研究における外的妥当性や一般化の問題や、Yin（1994）の指摘する
































16 ただし、Christensen(1997) の議論や、彼の博士論文（Christensen, 1992）でも、数字で言える部分は数
字で説明している。



































19 The Airways Museum & Civil Aviation Historical Society、および山崎（2008）参照。
































久留米大学ビジネス研究 第１号 （2016 年３月）82
技術転換期における研究上の方法論に関する一考察（宮本）
【参考文献】
石井淳蔵（2003）「戦略の審級」『組織科学』第 37 巻、第 2 号、pp. 17-25．
石田淳（2007）「ブール代数分析による社会的カテゴリーの研究－「日本人」カテゴリー認識の分析－」























織科学』第 37 巻、第 2 号、pp. 4-16．
根来龍之（2005）『代替品の戦略－攻撃と防衛の定石』東洋経済新聞社．
星野崇宏（2009）『調査観察データの統計科学－因果推論・選択バイアス・データ融合』岩波書店．
水越康介（2006）「マーケティング的間接経営戦略への試論」『組織科学』第 39 巻、第 2 号、pp. 
83-92．
山﨑明夫（2008）『なぜボーイングは、生き残ったのか』枻出版社．
Boari, C., Odrici, V., and Zamarian, M. （2001） Clusters and Rivalry: Does Localization Really 
Matter?, Scandinavian Journal of Management, Vol. 19, No. 4, pp. 467-489.
Brandy, H. E., and Collier, D. （2004） Rethinking Social Inquiry: Diverse Tools, Shared 
Standards, Rowman & Littlefield Publishers．（泉川秦博・宮川明聡訳（2008）『社会科学の
方法論争－多様な分析道具と共通の基準』勁草書房）．
Burns, T., and Stalker, G. M. （1961） The Management of Innovation, Tavistok.
Chandler, A. D., Jr. （1962） Strategy and Structure, MIT Press.（有賀裕子訳（2004）『組織は戦
略に従う』ダイヤモンド社）．
Christensen, C. M. （1992） The Innovator's Challenge: Understanding the Influence of Market 
久留米大学ビジネス研究 第１号 （2016 年３月） 83
Environment on Processes of Technology Development in the Rigid Disk Drive Industry, The 
Doctoral Dissertation of Harvard University Graduate School of Business Administration.
Christensen, C. M. （1997） The Innovator's Dilemma, Harvard Business School Press.（伊豆原弓
訳（2000）『イノベーションのジレンマ－技術革新が巨大企業を滅ぼすとき』翔泳社）．
Foster, R. N. （1986） Innovation: The Attacker's Advantage, McKinsey and Co．（大前研一訳
（1987）『イノベーション－限界突破の経営戦略』TBS ブリタニカ）．
George, A. L., and Bennett, A. （2005） Case Studies and Theory Development in the Social 
Sciences, MIT Press.（泉川秦博訳（2013）『社会科学のケース・スタディ－理論形成のための
定性的手法』勁草書房）．
Henderson, R. M., and Clark, K. B. （1990） Architectural Innovation: The Reconfiguration 
of Existing Product Technologies and the Failure of Established Firms, Administrative 
Science Quarterly, Vol. 35, No. 1, pp. 9-30.
King, G., Keohane, R. O., and Verba, S. （1994） Designing Social Inquiry: Scientific Inference in 
Qualitative Research, Princeton University Press.（真渕勝監訳（2004）『社会科学のリサーチ・
デザイン－定性的研究における科学的推論』勁草書房）．
Leonard-Barton, D. （1992） Core Capabilities and Core Rigidities: A Paradox in Managing New 
Product Development, Strategic Management Journal, Vol．13 pp. 111-125.
Tushman, M. and Anderson, P. （1986） Technological Discontinuities and Organizational 
Environments, Administrative Science Quarterly, Vol. 31, No. 3, pp. 439-465.
Woodward, J. （1970） Industrial Organization: Theory and Practice, Oxford University Press.
（矢島鈞次・中村寿雄訳（1970）『新しい企業組織』日本能率協会）．
Yin, R. K. （1994） Case Study Research （2nd edition），Sage.（近藤公彦訳（2011）『（新装版）ケー
ス・スタディの方法』（第２版）千倉書房）．
『日本経済新聞』（2014/11/20）．
The Airways Museum & Civil Aviation Historical Society：http://www.airwaysmuseum.com/ 
（2016年 1 月28日参照）．
